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２０２４年２月２０日（火）総務委員会 質疑要旨 

 

『地方税法等の一部を改正する法律案 

及び地方交付税等の一部を改正する法律案について』 

 

立憲民主党 衆議院議員 福田 昭夫 
 

１.わが国が喫緊に取り組むべき３つの大きな課題と解決の方向性について 

(１)政治の信頼を取り戻すこと。企業・団体献金(パーティー券を含めて)を全て禁止すること 

資料２(国民政治協会から自民党への寄付金一覧) 

(２)少子化をくい止めること。男女とも正規雇用で働ける労働環境をつくること 

資料１(日本の人口の推移) 

(３)財政危機をくい止めること。 

今すぐ財政破綻しない事を明らかにし、過度な円安と不公平な税制を改めること 

 ①令和５年度末、国と地方の債務残高はいくらになる見込みなのか 資料３(公債残高の累増) 

 ②日本の保有資金(日銀・財務省)はいくらあるのか 

  ア) 個人(家計)の金融資産(令和５年９月末)は 

  イ) 国全体の金融資産(令和５年９月末)は 

  ウ) 企業の内部留保資金(令和４年度)は 

  エ) 対外純資産(令和４年末)は 

  オ) 外貨準備金(令和４年度)は 

 ③国際収支(経営収支)はいつから黒字なのか、デジタル収支の赤字は心配の種だと思うか 

 ④これだけの金融大国が、どのような状態になったら、財政破綻すると言うのか、 

国外向けと国内向けの二枚舌は止めるべきではないのか 

 ⑤大企業・富裕層優遇の不公平な税制を抜本的に改革して、 

  担税力に応じた「公平・簡素・納得」の税制をつくる。その為には、 

消費税・法人税・所得税(金融所得課税を含む)等の一体改革が必要だと思うが如何か 

 

２.所得税・住民税の定額減税について 

(１)定額減税は何のために実施するのか 

(２)わが国の経済を成長させる２つの要因は何か、個人消費と設備投資ではないのか 

(３)物価高対策としては、所得税・住民税減税よりも 

消費税減税の方が経済的効果が大きいとされているが、そう思うか 

(４)消費税率を下げると物価は下がると思うか 
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３.賃上げ促進税制について 

(１)経団連会長は「賃上げは企業の責務だ」と賃上げに前向きだが何故だと思うか 

(２)中小企業の中には賃上げが難しい企業もあると思うが、どう対応するのか 

(３)中小企業が経済活動を活発にして賃上げに取り組む為には、 

消費税を下げて、法人税に累進税率を導入すると実現性が高まると思うがどうか 

(４)法人に担税力に応じて負担してもらう為に累進税率を導入すると、 

どんな効果があると思うか 

 

４.外形標準課税の適用対象法人の見直しについて 

(１)そもそも赤字法人には課税できないのに、何故、外形標準課税を創設したのか 

(２)今回、何故、見直すのか 

 

５.森林環境譲与税に係る譲与基準の見直しについて 

(１)見直しのポイントは何か 

(２)その効果をどのように期待してるのか、また基金に積み立てるような事はないのか 

 

６.軽油引取税の課税免除の特例措置について 

資料４(軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限の延長(案)) 

(１)何故、船舶の一部を除外した上で３年延長としたのか 

(２)軽油引取税の特例措置の延長は、いつから何回繰り返しているのか、 

恒久化すべきではないのか 

 

７.少子化対策財源の根本的な問題点について 

(１)子ども子育て政策の強化に係る地方財源の確保について 

(２)現行の少子化対策の財源は公費の他、子ども子育て拠出金・雇用保険料・医療保険料から 

構成されているが、今回、何故、医療保険から「子ども子育て支援金制度」をつくるのか 

(３)保険料ではなく税(法人税に累進税率を新設)で賄うべきと思うが如何か 

 

 

 

※答弁要求：総務大臣・政府参考人（総務省・財務省・厚生労働省・内閣府・内閣官房・ 

経済産業省［中小企業庁］・こども家庭庁）日本銀行 参考人 

※配布資料あり 


